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浦添市公共下水道事業の概要① ・概要

• 昭和46年3月に建設開始、昭和47年10月から供用開始。※約52年経過

• 管路延長298㎞（汚水259㎞、雨水39㎞）の分流式。

• 沖縄県が管理する流域下水道に接続するため、処理場を有しない流域関連公共下

水道。

• 汚水ポンプ場6箇所、マンホールポンプ場11箇所。

• 処理区域面積16.14㎢、処理区域内人口111,522人、処理区域内人口密度6,909.67

人/㎢。

• 水洗化人口105,903人、水洗化率94.96％。 ※数値は令和5年度末時点。

• 令和2年度より、地方公営企業法を全部適用し、官庁会計方式から企業会計方式へ

移行。

• 同時に、上下水道部として、水道事業と組織統合を行った。 3



浦添市公共下水道事業の概要② 管路延長と施工年度

今後、耐用年数50年を超過する管路施設が、増加する。
1974年以前に施工した管路延長・・・合計約26㎞
1984年以前に施工した管路延長・・・合計約142㎞
今後10年で、全体の半数近くが耐用年数50を超過する。

施工後
50年経過

施工後40年経過
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管路延長（汚水・雨水）
約２９８㎞



浦添市公共下水道事業の概要③
・中継ポンプ場の位置図と供用開始年月

施設名称
供用
開始
年月

既設

能力・台数
（）は予備

揚水量
（㎥/分）

前田中継ポンプ場 Ｓ57.7
1.5㎥/分×1台

3.0㎥/分×2（1）台
4.5

城間中継ポンプ場 Ｓ57.10
1.5㎥/分×1台

2.7㎥/分×2（1）台
4.2

港川中継ポンプ場 Ｈ13.8 2.2㎥/分×3（1）台 4.4

牧港中継ポンプ場 Ｓ63.6 0.75㎥/分×2（1）台 0.8

西原中継ポンプ場 Ｈ4.4 2.0㎥/分×3（1）台 4.0

西洲中継ポンプ場 Ｈ3.1 2.0㎥/分×2（1）台 2.0

浦添市内の汚水ポンプ場の概要

浦添市内の汚水ポンプ場の位置図

老朽化による改築更新と併せて、施設の耐震化、耐水化が必要。 5



浦添市公共下水道事業の概要④
・組織図

浦添市下水道事業の組織体制
（令和6年4月1日現在）

水道総務課 7人（4）

経営企画室 5人（2）
室⻑

上下水道部 50人（22） 営業課 11人（5）

部⻑ 課⻑

・下水道事業会計支弁職員22人
・水道事業会計支弁職員28人

工務課 26人（11）
※（ ）内数字は下水道事業会計支弁職員数 課⻑
※職員数に再任用（短時間）職員は含まない 技幹
※上下水道部⻑、経営企画室⻑、営業課⻑及び工務課⻑は水道事業会計支弁職員である

営業係 6人（3）

課⻑

上水管理係 6人（0）

市⻑

収納係 4人（2）

給排水係 4人（1）

下水施設係 4人（4）

総務係 3人（2）

経理係 3人（1）

下水管理係 5人（5）

上水施設係 5人（0）
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浦添市公共下水道事業の概要⑤ ・職員数、経験年数

浦添市下水道事業の年齢別職員数
（令和6年4月1日現在）

浦添市下水道事業の経験年数別職員数
（令和6年4月1日現在）

事務職員は30歳代後半が最も多く、
技術職員は30歳代前半が最も多い。

上下水道部平均在籍年数は、
事務職員は2年、技術職員は3年となっている。
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策定済み経営戦略と決算実績値の乖離確認

使用料収入は、
大きな乖離はない
ものと考える。

長期前受金戻入
は、当初の見込
みより大きい。

減価償却費は、
当初の見込みよ
り大きい。

経常損益は、当
初の見込みより
大きく、黒字が継
続している。

決算額－経営戦略
＝差額で算出。
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策定済み経営戦略と決算実績値の乖離確認

企業債残高は、
当初の見込みよ
り大きく、償還
ペースを上回る新
規借入が増えて
いると考えられる。

決算額－経営戦略
＝差額で算出。
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（単位：千円）
年　　　　　度 経営戦略 決算額 差額 経営戦略 決算額 差額 経営戦略 決算額 差額 経営戦略 決算額 差額 経営戦略 決算額 差額

区　　　　　分
令和元年度
2019

令和元年度
2019

令和元年度
2019

令和 2年度
2020

令和 2年度
2020

令和 2年度
2020

令和 3年度
2021

令和 3年度
2021

令和 3 年度
2021

令和 4 年度
2022

令和 4 年度
2022

令和 4 年度
2022

令和 5 年度
2023

令和 5 年度
2023

令和 5 年度
2023

１． 254,100 245,800 -8,300 227,500 229,800 2,300 243,200 332,600 89,400 251,200 389,600 138,400 251,200 239,400 -11,800

２．
３． 279,965 277,986 -1,979 236,615 13,615 -223,000 211,919 28,124 -183,795 192,568 29,919 -162,649 172,924 30,889 -142,035

４．
５． 100,000 100,000 130,000 130,000 100,000 100,000 80,000 80,000

６． 168,000 178,274 10,274 198,000 726,951 528,951 204,000 1,107,052 903,052 204,000 1,415,969 1,211,969 204,000 314,857 110,857

７． 180 180

８．
９． 280 280 204 204 490 490 96 96

(A) 702,065 702,060 -5 662,115 1,070,646 408,531 659,119 1,597,980 938,861 647,768 1,936,158 1,288,390 628,124 665,242 37,118

(B) 3,894 3,894 51,467 51,467 244,078 244,078 64,388 64,388

(C) 702,065 702,060 -5 662,115 1,066,752 404,637 659,119 1,546,513 887,394 647,768 1,692,080 1,044,312 628,124 600,854 -27,270
１． 466,787 544,710 77,923 455,561 1,015,151 559,590 477,261 1,471,209 993,948 485,271 1,703,182 1,217,911 485,271 853,141 367,870

27,246 25,590 -1,656 27,246 20,889 -6,357 27,246 23,723 -3,523 27,246 26,494 -752 27,246 27,411 165

２． 341,501 329,655 -11,846 316,345 320,314 3,969 297,984 302,592 4,608 284,024 289,304 5,280 269,567 276,357 6,790

３． 10,000 10,000 23,000 23,000 33,000 33,000

４．
５． 580 580 240 240

(D) 808,288 874,365 66,077 771,906 1,335,465 563,559 775,245 1,784,381 1,009,136 769,295 2,015,486 1,246,191 754,838 1,162,738 407,900

(E) 106,223 172,305 66,082 109,791 268,713 158,922 116,126 237,868 121,742 121,527 323,406 201,879 126,714 561,884 435,170

１． 109,791 -109,791 116,126 198,351 82,225 121,527 204,584 83,057 126,714 248,313 121,599

２．
３． 3,894 3,894 51,467 51,467 244,078 244,078

４． 268,713 268,713 35,623 35,623 67,355 67,355 69,493 69,493

(F) 109,791 268,713 158,922 116,126 237,868 121,742 121,527 323,406 201,879 126,714 561,884 435,170
106,223 172,305 66,082

(G)

(H) 4,534,451 4,562,404 27,953 4,445,606 4,471,890 26,284 4,390,822 4,501,898 111,076 4,357,998 4,602,194 244,196 4,339,631 4,565,236 225,605

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 経営戦略 決算額 差額 経営戦略 決算額 差額 経営戦略 決算額 差額 経営戦略 決算額 差額 経営戦略 決算額 差額

区　　　　　分
令和元年度
2019

令和元年度
2019

令和元年度
2019

令和 2年度
2020

令和 2年度
2020

令和 2年度
2020

令和 3年度
2021

令和 3年度
2021

令和 3 年度
2021

令和 4 年度
2022

令和 4 年度
2022

令和 4 年度
2022

令和 5 年度
2023

令和 5 年度
2023

令和 5 年度
2023

101,829 137,592 35,763 180,778 228,362 47,584 176,546 282,315 105,769 173,654 281,357 107,703 171,754 351,310 179,556

101,829 137,592 35,763 99,790 166,305 66,515 97,540 166,524 68,984 95,683 152,415 56,732 94,137 169,383 75,246

80,988 62,057 -18,931 79,006 115,791 36,785 77,971 128,942 50,971 77,617 181,927 104,310

279,965 277,986 -1,979 236,615 113,615 -123,000 211,919 158,124 -53,795 192,568 129,919 -62,649 172,924 110,889 -62,035

139,266 28,341 -110,925 139,253 13,615 -125,638 135,035 28,124 -106,911 134,467 29,919 -104,548 131,883 30,889 -100,994

140,699 249,645 108,946 97,362 100,000 2,638 76,884 130,000 53,116 58,101 100,000 41,899 41,041 80,000 38,959

381,794 415,578 33,784 417,393 341,977 -75,416 388,465 440,439 51,974 366,222 411,276 45,054 344,678 462,199 117,521

(A)-(B)

企 業 債 償 還 金
他 会 計 ⻑ 期 借 入 返 還 金
他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債
う ち 資 本 費 平 準 化 債
他 会 計 出 資 金
他 会 計 補 助 金
他 会 計 負 担 金
他 会 計 借 入 金
国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金
固 定 資 産 売 却 代 金
工 事 負 担 金

計
(A)のうち翌年度へ繰り越
さ

純 計

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)
他 会 計 借 入 金 残 高
企 業 債 残 高

そ の 他
計

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額           (D)-(C)
補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金
利 益 剰 余 金 処 分 額
繰 越 工 事 資 金
そ の 他

計

資
本
的
支
出

建 設 改 良 費
う ち 職 員 給 与 費

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分



策定済み経営戦略と決算実績値の乖離確認

• 上位計画との整合

浦添市全体の計画である「第五次浦添市総合計画」

【計画期間：令和3年度～令和12年度】との整合を図り

ます。

また汚水処理事業の上位計画である「沖縄汚水再生

ちゅら水プラン2023（沖縄県下水道等整備構想）」【中間

目標年度：令和8年度】や、その他のストックマネジメント

計画、耐水化・耐震化計画の内容も反映させます。

� 今回の経営戦略の改定

将来を見据えた下水道事業の健全な継続経営を図るために、経費回収率の向上に向けたロードマップを策定する。

� 計画期間

10年間（令和7年度～令和16年度）と設定。今後は3～5年に一度、見直しを行う。
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経営指標の確認 ・経営比較分析表

令和4年度の経営比較

分析表のうち、経費回収
率、汚水処理原価、水
洗化率について、次ペー
ジ以降に詳細を述べる。
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経営指標の確認 ・水洗化率

• 水洗化率

水洗化率は、現在処理区域内人口のうち、
実際に水洗便所を設置して汚水処理している
人口の割合を表した指標。

浦添市は95％前後であり、令和４年度全国
平均95.82％や類似団体平均値と同程度と
なっている。

令和5年度末では、94.96％となっている。
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経営指標の確認 ・汚水処理原価

• 汚水処理原価

有収水量1㎥当たりの汚水処理に要した費用で

あり、汚水資本費・汚水維持管理費の両方を含め
た汚水処理に係るコストを表した指標。

浦添市は、83.30～91.20円であり、令和4年度全
国平均138.29円や、類似団体平均141.24～
142.11円よりも低くなっている。

令和5年度末では、93.19円となっている。
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経営指標の確認 ・経費回収率

• 経費回収率

経費回収率は、使用料で回収すべき経費を、どの
程度使用料で賄えているかを表した指標です。

浦添市は、90.87％～98.71％であり、令和4年度全
国平均97.61％や類似団体平均98.36～98.75％と比
較して低くなっている。

令和5年度末では、98.46％となっている。

令和5年度より使用料改定を実施している。
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経営指標の確認 ・浦添市下水道の特徴

• 浦添市下水道事業は、処理区域内人口密度が大きく、汚水処理原価が低い。

経費回収率が100％を下回っている。

出典：国土交通省HP「人口減少下における維持管理時代の下水道経営のあり方検討会」
第４回（令和2年6月29日）「資料2 経費回収率100％達成団体に係る分析」より抜粋

←浦添市は
ココ

←浦添市は
ココ

水洗化率
84.4％

90.3％

93.3％

97.9％

99.0％
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経営指標の確認 ・R5経営アドバイザリー業務より

• 浦添市に類似した比較対象団体（県内、県外）を設定。抽出条件は以下のとおり。

①狭義の公共下水道事業であること、

②完全分流式であること、

③令和3年度末時点で地方公営企業法を適用していること、

④流域関連公共下水道事業であること

• 県内：宜野湾市、沖縄市、北谷町、豊見城市、南風原町、那覇市、与那原町、南城市の８団体

• 県外：福岡県春日市、福岡県大野城市、東京都昭島市、千葉県四街道市、千葉県我孫子市、京
都府八幡市、大阪府富田林市、千葉県印西市の８団体

• 独自に経営指標を設定（経営比較分析表との重複もある）。
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経営指標の確認
• 「令和5年度下水道事業経営アドバイザリー

業務委託」において、独自選定した分析指標
を示す。

• プラス要素

（5）汚水処理原価

• 改善点の要素

（2）流動比率

（3）企業債残高対事業費規模比率

（4）経費回収率

（6）水洗化率

• 不安要素

（1）経常収支比率

（7）正味運転資本水準
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経営指標の確認 ・R5経営アドバイザリー業務より

• 内部留保資金を使用料収入の１年分程度を確保しておきたい件。

• 使用料収入１年分＝災害等の影響で収入が途絶えても、持ちこたえられる額。

流動資産－（流動負債－流動負債長期債務）－固定負債引当

年間下水道使用料
（7） 正味運転資本水準（年）

内部留保資金残高の水準を表す指標
で、災害への備えや改築更新財源の
確保状況を判定できる。

18

➡ 約１０億円



経営指標の確認 ・R5経営アドバイザリー業務より

• 資本勘定所属職員1人当たり建設改良費の推移

19

浦添市 浦添市



経営指標の確認 ・R5経営アドバイザリー業務より

• 職員1人あたりの処理区域内人口（人/人）
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経営指標の確認 ・企業債（元金）残高の推移

• 企業債残高のピークは過ぎ

ている。

• 今後は改築更新需要が大き

くなるため、新たな借入が増

加すると考えられる。

• 令和5年度における新規の

借入額は約2.4億円、償還額

は約2.8億円。

• 令和5年度末時点で、企業

債元金残高は、約45.6億円。

21

企業債（元金）残高
約45.6億円

令和５年度借入額
約2.4億円

令和５年度償還額
約2.8億円

H19年度に借換➡



経営指標の確認 ・企業債（利子）の推移

• 企業債（利子）のピークは過ぎている。

• 今後は改築更新需要が大きくなるた
め、新たな借入が増加すると考えら
れる。

• 利率の高い時期の借入は、後年の償
還時に影響が大きいため、借入時の
利率は要確認。

• 一番ピークの時点で、支払利息は、
平成8年度の約3.68億円。

• 令和5年度における支払利息は約
3900万円。

• 令和5年度の企業債借入の利率は、
0.70％（1年据置）と0.80％（5年据置）。

22

⇦H19年度に借換

あ令和５年度支払利息
約3900万円



経営指標の確認 内部留保資金の動き

• 令和２年度以降の法適用後の内部留
保資金の動きを整理。

• 純利益(B)と、減価償却費(D)から長期
前受金戻入(C)を差し引いた額の合算
(E)は、内部留保資金として考えられ、

損益勘定留保資金として資本的収支
不足額の補填へ充当されます。

• 実際に資本的収支不足額の補填へ充
当されたのは、(G)～(J)であり、法適用
した令和2年度以降、内部留保資金の
累計は、444,374千円となっています。
これは、料金収入1,078,582千円に対し、
41.20％となります。
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現状の課題の整理 今後想定される課題

• 職員数・・・４条職員の確保が必要と考えます。

• 内部留保資金・・・収益的収支の黒字を確保し、資本的収支の赤字に補填するため、各年度で収益的収
支が赤字とならないように、今後の推移に留意する必要がある。

• 経費回収率・・・現状で100％を下回っており、改善する必要がある。

• 汚水処理原価・・・流域関連公共下水道であり、人口密度が高く、有利な条件となっている。

• 管路施設・・・今後、耐用年数50年を超過する資産が増加する見込みであり、計画的な点検・調査・修繕・
改築の着実な実施が必要である。

• ポンプ場・・・改築更新工事とあわせて耐水化・耐震化を進める必要がある。
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現状の課題の整理

• 強み・・・処理区域内人口密度が大きい。汚水処理原価が小さい。

• 弱み・・・経費回収率が100％を下回る。老朽化した施設の改築更新需要が増える。

• 機会・・・営業用水量が増えている。民間開発による流入水量増が見込まれる。

• 脅威・・・施設の耐震化・耐水化が必要。基地返還による流入水量減が見込まれる。

• 将来にわたって持続可能な下水道事業とするため、下水道事業を支える人と、その技術力の継承が

重要であると考える。
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将来予測

• 人口・・・水道事業の将来予測と整合を図り、設定します。

• 汚水量・・・水道事業の水需要予測と整合を図り、下水道整備の進捗具合を考慮

し、設定します。

• 投資（改築更新、新設）・・・現実的な予算の制約を考慮し、必要な改築更新事業

を進めます。

• 使用料収入・・・水量当たりの単価を設定し、汚水量の予測応じて変動するものと

設定します。必要に応じて、水量当たりの単価を変更し、使用料改定の時期、改

定率を検討します。

• 収支ギャップ・・・収入と支出のバランスに留意し、内部留保資金の動きを確認し

つつ、収支ギャップの解消方法を探ります。
26



将来予測
水需要予測

• 水需要予測における将来値の
設定方法。

• 行政区域内人口に加算する開
発人口として、浦添前田駅周辺
土地区画整理事業41人、てだこ

浦西駅周辺土地区画整理事業
1,015人を、市外からの転入率
50％と見込み設定。

• 基地用水量は、牧港補給地区
（キャンプキンザー）の使用水量
で、減少傾向。
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将来予測 水需要予測
• 水道事業で水需要予測を設定。下水道事業もそれを踏まえて設定。今後の開発分を見込む。

水道事業の水需要予測結果

28



将来予測 給水実績

• 統計資料より、浦添市の給水実績を整理。

29

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

行政区域内人口 （人） 113,974 113,580 113,578 113,447 114,059 114,830 115,422 115,112 114,868 114,825

　給水区域外人口 （人） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

給水区域内人口 （人） 113,974 113,580 113,578 113,447 114,059 114,830 115,422 115,112 114,868 114,825

　給水区域内未給水人口 （人） 3 3 3 1 0 0 0 0 0 0

給水人口 （人） 113,971 113,577 113,575 113,446 114,059 114,830 115,422 115,112 114,868 114,825

給水戸数 （世帯） 47,054 47,383 48,099 48,632 49,724 50,883 51,641 54,608 52,900 53,308

　生活用原単位 （㍑/人/日） 215.1 214.7 216.4 215.5 212.4 212.8 223.7 223.5 219.4 216.9

　生活用水量 （㎥/日） 24,514 24,381 24,581 24,443 24,228 24,436 25,818 25,723 25,207 24,910

　営業用水量 （㎥/日） 6,510 6,656 6,715 6,719 6,842 7,184 7,020 7,151 7,485 7,365

　官公署用水量 （㎥/日） 1,688 1,717 1,694 1,684 1,718 1,673 1,511 1,448 1,466 1,490

　基地用水量 （㎥/日） 1,826 1,734 1,683 1,616 1,716 2,303 2,026 1,792 1,607 1,422

　臨時用水量 （㎥/日） 111 126 108 97 137 112 104 141 100 88

　船舶用水量 （㎥/日） 14 18 29 20 18 19 16 13 12 16

有収水量 （㎥/日） 34,663 34,632 34,810 34,579 34,659 35,727 36,495 36,268 35,877 35,291

無収水量 （㎥/日） 827 760 821 830 847 861 859 854 848 829

有効水量 （㎥/日） 35,490 35,392 35,631 35,409 35,506 36,588 37,354 37,122 36,725 36,120

無効水量 （㎥/日） 1,173 1,360 1,331 2,381 1,869 1,966 1,516 1,069 903 1,041

１日平均給水量 （㎥/日） 36,663 36,752 36,962 37,790 37,375 38,554 38,870 38,191 37,628 37,161

１日最大給水量 （㎥/日） 38,544 38,356 38,641 39,360 37,968 39,545 40,562 39,069 38,871 38,054

年間有収水量 （㎥） 12,651,995 12,675,312 12,705,650 12,621,335 12,650,535 13,076,082 13,320,675 13,237,820 13,095,105 12,916,506

単位

水
道
事
業
の
給
水
実
績

　　　　　　　　　　　年度
　　項目

基地用水量はR1ｄより減少傾向

営業用水量は増加傾向



将来予測 汚水処理実績
• 統計資料より、浦添市の下水道事業における汚水処理実績を整理。
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将来予測
水洗化人口と
年間汚水処理水量

• 水洗化人口と年間汚水

処理水量の将来予測
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2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034

計算式 項目 単位 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 備考

a b+c+d 行政区域内人口 人 114,825 114,915 115,006 114,868 114,932 115,006 115,078 115,151 115,168 114,984 114,790 114,597
水道の水需要予測資料より
　行政区域内人口＝給水人口

b 　うち「すう勢分社人研推計値」 人 114,825 114,915 115,006 114,868 114,729 114,592 114,453 114,315 114,121 113,928 113,734 113,541 水道の水需要予測資料より

c 　うち「浦添前田周辺土地区画整理事業」 人 203 406 609 812 1,015 1,015 1,015 1,015
水道の水需要予測資料より
　開発人口

d 　うち「てだこ浦西駅周辺土地区画整理事業」 人 8 16 24 32 41 41 41
水道の水需要予測資料より
　開発人口

e 整備面積 ha 1,614 1,615 1,616 1,617 1,618 1,619 1,620 1,621 1,622 1,623 1,624 1,625
過去10年の実績（50ha）は、土地区画整理事業や民間開発に
よるもの。1年間で1haの面整備を進めると設定。

f 行政区域面積 ha 1,948 1,948 1,948 1,948 1,948 1,948 1,948 1,948 1,948 1,948 1,948 1,948 R5決算統計より

g 下水道未整備面積 334 333 332 331 330 329 328 327 326 325 324 323
全体計画、構想ではR9以降、年50ha整備。現実的なペース
（1ha/年）に設定した。

h c+d+i+j 処理区域内人口 人 111,522 111,619 111,718 111,594 111,672 111,759 111,845 111,932 111,964 111,795 111,616 111,439
行政区域内人口にしめる処理区域内人口の比97.12％より設定
し開発人口を上乗せ。

i b*0.9712 　うち「すう勢分社人研推計値」の処理区域内人口 人 111,522 111,609 111,698 111,564 111,429 111,296 111,161 111,027 110,838 110,651 110,462 110,275 「すう勢分社人研推計値」×R5汚水処理人口普及率97.12％

j 　うちR6以降の面整備拡大分の人口 人 10 20 30 40 49 59 69 79 88 98 108

k 　R6以降の面整備拡大分の面積 ha 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11
R6以降の面整備拡大面積は、現実的なペース（1ha/年）に設
定した。

l j/k 　R6以降の面整備拡大分の人口密度 人/ha 10.00 10.00 10.00 10.00 9.80 9.83 9.86 9.88 9.78 9.80 9.82

m 　R6以降の面整備　1年目　15.0％ ha 0.150 0.150 0.150 0.150 0.150 0.150 0.150 0.150 0.150 0.150 0.150

n 　R6以降の面整備　2年目　42.5％ ha 0.425 0.425 0.425 0.425 0.425 0.425 0.425 0.425 0.425 0.425

o 　R6以降の面整備　3年目　62.5％ ha 0.625 0.625 0.625 0.625 0.625 0.625 0.625 0.625 0.625

p 　R6以降の面整備　4年目　75.0％ ha 0.750 0.750 0.750 0.750 0.750 0.750 0.750 0.750

q 　R6以降の面整備　5年目　82.5％ ha 0.825 0.825 0.825 0.825 0.825 0.825 0.825

r 　R6以降の面整備　6年目　87.5％ ha 0.875 0.875 0.875 0.875 0.875 0.875

s 　R6以降の面整備　7年目　92.0％ ha 0.920 0.920 0.920 0.920 0.920

t 　R6以降の面整備　8年目　95.5％ ha 0.955 0.955 0.955 0.955

u 　R6以降の面整備　9年目　98.0％ ha 0.980 0.980 0.980

v 　R6以降の面整備　10年目　99.5％ ha 0.995 0.995

w 　R6以降の面整備　11年目　100.0％ ha 1.000

x m～w 　R6以降の面整備　換算面積合計 ha 0.150 0.575 1.200 1.950 2.775 3.650 4.570 5.525 6.505 7.500 8.500
R6以降の面整備拡大面積を水洗化率の伸びより面積に換算し
た。

y l*x 　R6以降の面整備　水洗化人口 人 2 6 12 20 27 36 45 55 64 74 83 換算面積に人口密度を乗じて算出。

z h/a*100 汚水処理人口普及率 ％ 97.12 97.13 97.14 97.15 97.16 97.18 97.19 97.20 97.22 97.23 97.23 97.24
R5実績値で「すう勢人口」を固定し、区画整理分の開発人口
はそのまま追加。

A 水洗化人口（現在水洗便所設置済人口） 人 105,903 106,372 106,843 107,101 107,195 107,285 107,376 107,467 107,506 107,345 107,174 107,003 処理区域内人口と水洗化率（設定）により算出。

B h/e*100 水洗化率 ％ 94.96 95.31 95.65 96.00 95.99 96.00 96.00 96.01 96.02 96.02 96.02 96.02
R8構想中間目標96.0％より設定。以降、開発人口分が上乗
せ。

C H-A 未接続人口 5,619 5,247 4,875 4,493 4,477 4,474 4,469 4,465 4,458 4,450 4,442 4,436 処理区域内人口から水洗化人口を差し引く。

D 一人一日当り汚水量（生活） ℓ/人/日 215.4 215.4 215.4 215.4 215.4 215.4 215.4 215.4 215.4 215.4 215.4
水道の水需要予測資料より、2020～2021年を除く実績値8年間
の平均値（215.4ℓ/人/日）を設定。

E h*j 生活汚水量 ㎥/日 21,841 22,913 23,014 23,070 23,090 23,109 23,129 23,148 23,157 23,122 23,085 23,048 接続人口×一人一日当り（生活）　R5は全体から差引

F 営業汚水量 ㎥/日 7,365 7,529 7,631 7,734 7,836 7,939 8,042 8,144 8,247 8,349 8,452 8,452 水道の水需要予測資料より　営業時系列傾向分析

G 営業汚水量　リゾートホテル開発分※未接続 ㎥/日 360 360 360 360 360 360 360 水道の水需要予測資料より　営業別途※合計からは除外

H 官公署用水量 ㎥/日 1,490 1,490 1,490 1,490 1,490 1,490 1,490 1,490 1,490 1,490 1,490 1,490 水道の水需要予測資料より　直近の実績値

I 基地用水量 ㎥/日 1,422 1,260 1,118 992 880 781 693 615 546 484 430 381 水道の水需要予測資料より　時系列傾向分析

J E+F+G+H+I 有収水量（下水道） ㎥/日 32,118 33,192 33,253 33,286 33,296 33,319 33,354 33,397 33,440 33,445 33,457 33,371 生活汚水量＋営業汚水量＋官公署用水量＋基地用水量

K 年間日数 日 366 365 365 365 366 365 365 365 366 365 365 365 うるう年を考慮

L K*L 年間汚水処理水量（下水道） ㎥ 11,755,063 12,115,080 12,137,345 12,149,390 12,186,336 12,161,435 12,174,210 12,189,905 12,239,040 12,207,425 12,211,805 12,180,415
水道の水需要予測のうち、臨時用水量、船舶用水量は含まな
い。

M 11,755,063

N 有収水量（水道） ㎥/日 35,291 35,162 35,141 35,089 35,092 35,472 35,503 35,543 35,579 35,581 35,587 35,497 水道の水需要予測資料より

O K*N 年間有収水量（水道） ㎥ 12,916,506 12,834,130 12,826,465 12,807,485 12,843,672 12,947,280 12,958,595 12,973,195 13,021,914 12,987,065 12,989,255 12,956,405

P L/O*100 年間有収水量比（下水道/水道） ％ 91.01 94.40 94.63 94.86 94.88 93.93 93.95 93.96 93.99 94.00 94.01 94.01 横ばい傾向からやや微増。

Q A/a*100 現在水洗便所設置済人口/給水人口 ％ 92.23 92.57 92.90 93.24 93.27 93.29 93.31 93.33 93.35 93.36 93.37 93.37 給水人口＝行政区域内人口

R F/A 一人一日当り汚水量（営業） ㎥/人/日 0.070 0.071 0.071 0.072 0.073 0.074 0.075 0.076 0.077 0.078 0.079 0.079 事業計画では営業75ℓ/人/日。徐々に増えてる。

R13dがピーク

年間汚水処理水量 ➡

水洗化人口 ➡



投資財政計画

• 基本的な考え方・・・物価上昇2％を見込む。直近4カ年平均とR5実績値を比較し
条件の悪い方（収入であれば低い方、支出であれば高い方）を設定。

• （1）新設及び改築の投資計画・財源計画

• （2）流域下水道建設負担金

• （3）維持管理費

• （4）減価償却費及び長期前受金戻入

• （5）企業債償還・他会計借入返還

• （6）繰入金

• （7）使用料収入

• （8）その他

• （9）投資・財政計画 32



投資財政計画 物価上昇を見込む設定

• 過去の消費者物価指数の推移を整理した結果を以下に示す。

• 直近の物価上昇が大きい（3年平均2.0）ことに留意し、年2％の物価上昇を見込
むものと設定する。

「中長期の経済財政に関する試算」（令和６年７月２９日経
済財政諮問会議提出）の消費者物価上昇率（右図）

成長移行ケース、高度成長実現ケースでは、消費者物価
上昇率は、中長期的に２％程度で推移する見通し。

33

消費者物価指数の推移
H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5
2014 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

那覇市 CPI 95.7 96.1 98.3 98.7 98.7 99.4 100.4 100.8 100.0 100.1 102.5 106.2
物価上昇率 （%） ー 0.4 2.3 0.4 0.0 0.7 1.0 0.4 -0.8 0.1 2.4 3.6 2.0 1.1 1.0
沖縄県 CPI 95.9 96.2 98.4 98.7 98.6 99.2 100.0 100.5 100.0 100.0 102.5 106.1
物価上昇率 （%） ー 0.3 2.3 0.3 -0.1 0.6 0.8 0.5 -0.5 0.0 2.5 3.5 2.0 1.2 1.0
※用いる消費者物価指数は、生鮮食品を除く総合値とする
※消費者物価指数（CPI）は令和2年を100とする
※参照（沖縄県統計資料WEBサイト、https://www.pref.okinawa.jp/toukeika/cpi/2023/cp2023.pdf）

年 5年平均 10年平均3年平均



投資財政計画

• 投資計画

• 維持修繕関連の見通し

34

交付金名 補助率 耐用年数 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 10年合計

計画関係 基本計画策定（汚水） 沖縄振興公共投資交付金 25% 50年 7,500 0 0 0 0 10,000 0 0 0 0 17,500

計画関係 雨水出水浸水想定区域図策定 防災・安全交付金 50% 50年 5,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5,000

汚水管渠 新設 沖縄振興公共投資交付金 25% 50年 205,000 150,000 150,000 150,000 150,000 150,000 150,000 150,000 150,000 100,000 1,505,000

汚水管渠 改築（ストマネ等含む） 沖縄振興公共投資交付金 25% 50年 70,000 120,000 120,000 120,000 150,000 150,000 150,000 150,000 150,000 200,000 1,380,000

汚水管渠 新設・改築 単独事業 0% 50年 5,100 5,202 5,306 5,412 5,520 5,631 5,743 5,858 5,975 6,095 55,842

汚水管渠 公共桝設置 0% 50年 19,740 19,740 19,740 19,740 19,740 19,740 19,740 19,740 19,740 19,740 197,400

雨水管渠 新設 防災・安全交付金 50% 50年 365,000 300,000 300,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 2,365,000

雨水管渠 改築（ストマネ等含む） 防災・安全交付金 50% 50年 0 0 0 100,000 100,000 100,000 200,000 200,000 200,000 200,000 1,100,000

雨水管渠 新設・改築 単独事業 0% 50年 5,100 5,202 5,306 5,412 5,520 5,631 5,743 5,858 5,975 6,095 55,842

汚水ポンプ場 改築 沖縄振興公共投資交付金 25% 20年 15,000 87,000 299,000 428,000 486,000 300,000 200,000 200,000 200,000 200,000 2,415,000

汚水ポンプ場 地震対策 防災・安全交付金 50% 20年 15,000 0 47,000 15,000 50,000 15,000 0 0 0 0 142,000

汚水ポンプ場 改築 単独事業 0% 20年 8,000 8,160 8,323 8,490 8,659 8,833 9,009 9,189 9,373 9,561 87,597

720,440 695,304 954,675 1,052,054 1,175,439 964,835 940,235 940,645 941,063 941,491 9,326,181

計画関係 12,500 0 0 0 0 10,000 0 0 0 0 22,500

汚水管渠 299,840 294,942 295,046 295,152 325,260 325,371 325,483 325,598 325,715 325,835 3,138,242

雨水管渠 370,100 305,202 305,306 305,412 305,520 305,631 405,743 405,858 405,975 406,095 3,520,842

ポンプ場 38,000 95,160 354,323 451,490 544,659 323,833 209,009 209,189 209,373 209,561 2,644,597

合計

対象施設

交付金名 補助率 耐用年数 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 10年合計

汚水管渠 維持補修 維持・修繕関連 0% － 36,050 37,132 38,245 39,393 40,575 41,792 43,046 44,337 45,667 47,037 413,274

汚水管渠 清掃・調査 維持・修繕関連 0% － 15,300 15,606 15,918 16,236 16,561 16,892 17,230 17,575 17,926 18,285 167,529

雨水管渠 維持補修 維持・修繕関連 0% － 30,900 31,827 32,782 33,765 34,778 35,822 36,896 38,003 39,143 40,317 354,233

雨水管渠 清掃・調査 維持・修繕関連 0% － 10,200 10,404 10,612 10,824 11,041 11,262 11,487 11,717 11,951 12,190 111,688

汚水ポンプ場 保守点検 維持・修繕関連 0% － 32,488 33,138 33,801 34,477 35,166 35,869 36,587 37,318 38,065 38,826 355,735

汚水ポンプ場 ポンプ場修繕 維持・修繕関連 0% － 12,000 12,240 12,485 12,734 12,989 13,249 13,514 13,784 14,060 14,341 131,396

136,938 140,347 143,843 147,429 151,110 154,886 158,760 162,734 166,812 170,996 1,533,855

対象施設

合計　事業費及び事業量調査表より

約93億円



投資財政計画

• 財源計画（県補助金）

• 財政計画（国庫補助金）

35

交付金名 補助率 耐用年数 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 10年合計

計画関係 基本計画策定（汚水） 沖縄振興公共投資交付金 25% 50年 1,875 0 0 0 0 2,500 0 0 0 0 4,375

汚水管渠 新設 沖縄振興公共投資交付金 25% 50年 51,250 37,500 37,500 37,500 37,500 37,500 37,500 37,500 37,500 25,000 376,250

汚水管渠 改築（ストマネ等含む） 沖縄振興公共投資交付金 25% 50年 17,500 30,000 30,000 30,000 37,500 37,500 37,500 37,500 37,500 50,000 345,000

汚水ポンプ場 改築 沖縄振興公共投資交付金 25% 20年 3,750 21,750 74,750 107,000 121,500 75,000 50,000 50,000 50,000 50,000 603,750

74,375 89,250 142,250 174,500 196,500 152,500 125,000 125,000 125,000 125,000 1,329,375

対象施設

合計

交付金名 補助率 耐用年数 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 10年合計

計画関係 雨水出水浸水想定区域図策定 防災・安全交付金 50% 50年 2,500 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2,500

雨水管渠 新設 防災・安全交付金 50% 50年 182,500 150,000 150,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 1,182,500

雨水管渠 改築（ストマネ等含む） 防災・安全交付金 50% 50年 0 0 0 50,000 50,000 50,000 100,000 100,000 100,000 100,000 550,000

汚水ポンプ場 地震対策 防災・安全交付金 50% 20年 7,500 0 23,500 7,500 25,000 7,500 0 0 0 0 71,000

192,500 150,000 173,500 157,500 175,000 157,500 200,000 200,000 200,000 200,000 1,806,000

対象施設

合計



投資財政計画

• 財源計画（企業債）

• 財源計画（内部留保資金）

36

交付金名 補助率 耐用年数 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 10年合計

計画関係 基本計画策定（汚水） 沖縄振興公共投資交付金 25% 50年 5,625 0 0 0 0 7,500 0 0 0 0 13,125

計画関係 雨水出水浸水想定区域図策定 防災・安全交付金 50% 50年 2,500 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2,500

汚水管渠 新設 沖縄振興公共投資交付金 25% 50年 153,750 112,500 112,500 112,500 112,500 112,500 112,500 112,500 112,500 75,000 1,128,750

汚水管渠 改築（ストマネ等含む） 沖縄振興公共投資交付金 25% 50年 52,500 90,000 90,000 90,000 112,500 112,500 112,500 112,500 112,500 150,000 1,035,000

汚水管渠 新設・改築 単独事業 0% 50年 5,100 5,202 5,306 5,412 5,520 5,631 5,743 5,858 5,975 6,095 55,842

雨水管渠 新設 防災・安全交付金 50% 50年 182,500 150,000 150,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 1,182,500

雨水管渠 改築（ストマネ等含む） 防災・安全交付金 50% 50年 0 0 0 50,000 50,000 50,000 100,000 100,000 100,000 100,000 550,000

雨水管渠 新設・改築 単独事業 0% 50年 5,100 5,202 5,306 5,412 5,520 5,631 5,743 5,858 5,975 6,095 55,842

汚水ポンプ場 改築 沖縄振興公共投資交付金 25% 20年 11,250 65,250 224,250 321,000 364,500 225,000 150,000 150,000 150,000 150,000 1,811,250

汚水ポンプ場 地震対策 防災・安全交付金 50% 20年 7,500 0 23,500 7,500 25,000 7,500 0 0 0 0 71,000

汚水ポンプ場 改築 単独事業 0% 20年 8,000 8,160 8,323 8,490 8,659 8,833 9,009 9,189 9,373 9,561 87,597

433,825 436,314 619,185 700,314 784,199 635,095 595,495 595,905 596,323 596,751 5,993,406

計画関係 8,125 0 0 0 0 7,500 0 0 0 0 15,625

汚水管渠 211,350 207,702 207,806 207,912 230,520 230,631 230,743 230,858 230,975 231,095 2,219,592

雨水管渠 187,600 155,202 155,306 155,412 155,520 155,631 205,743 205,858 205,975 206,095 1,788,342

ポンプ場 26,750 73,410 256,073 336,990 398,159 241,333 159,009 159,189 159,373 159,561 1,969,847

合計

対象施設

交付金名 補助率 耐用年数 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 10年合計

汚水管渠 公共桝設置 0% 50年 19,740 19,740 19,740 19,740 19,740 19,740 19,740 19,740 19,740 19,740 197,400

対象施設



投資財政計画
• 流域下水道建設費負担金

• 財政計画（企業債）

37

（単位：千円）

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 10年合計

流域下水道
建設費負担金

100,939 100,939 100,939 100,939 100,939 100,939 100,939 100,939 100,939 100,939 1,009,390

うち企業債 100,939 100,939 100,939 100,939 100,939 100,939 100,939 100,939 100,939 100,939 1,009,390

（単位：千円）

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 10年合計

計画関係 8,125 0 0 0 0 7,500 0 0 0 0 15,625

汚水管渠 211,350 207,702 207,806 207,912 230,520 230,631 230,743 230,858 230,975 231,095 2,219,592

雨水管渠 187,600 155,202 155,306 155,412 155,520 155,631 205,743 205,858 205,975 206,095 1,788,342

ポンプ場 26,750 73,410 256,073 336,990 398,159 241,333 159,009 159,189 159,373 159,561 1,969,847

流域下水道
建設費負担金

100,939 100,939 100,939 100,939 100,939 100,939 100,939 100,939 100,939 100,939 1,009,390

合計 534,764 537,253 720,124 801,253 885,138 736,034 696,434 696,844 697,262 697,690 7,002,796

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 10年合計

20年償還借入
（ポンプ場）

26,700 73,400 256,000 336,900 398,100 241,300 159,000 159,100 159,300 159,500 1,969,300

40年償還借入
（ほか）

508,000 463,800 464,000 464,200 486,900 494,700 537,400 537,600 537,800 538,100 5,032,500

借入額合計 534,700 537,200 720,000 801,100 885,000 736,000 696,400 696,700 697,100 697,600 7,001,800

内部留保資金
による充当

64 53 124 153 138 34 34 144 162 90 996



投資財政計画 • 維持管理費の将来予測
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投資財政計画

• 減価償却費の将来見込み

39



投資財政計画

• 長期前受金戻入の将来見込み

40



投資財政計画

• 企業債償還（元金）の将来見込み

41



投資財政計画

• 企業債償還（利子）の将来見込み

42



投資財政計画

• 他会計借入金返還（元金）の将来見込み

43

水道事業からの借入金を見込まない。



投資財政計画 一般会計から公営企業への繰出金について

• そもそも独立採算制が

原則。

• 必要な分（基準内繰入

金）は、一般会計が負

担する。基準外繰入金

は、できるだけ減らした

い。

• 水道事業からの借入も

あり、償還する必要が

ある。

44



投資財政計画 一般会計から公営企業への繰出金について

• そもそも独立採算制が

原則。

• 必要な分（基準内繰入

金）は、一般会計が負

担する。基準外繰入金

は、できるだけ減らし

たい。

• 水道事業からの借入

もあり、償還する必要

がある。

45



R2～R5平均

基準額 実繰入額 基準外 基準額 実繰入額 基準外 基準額 実繰入額 基準外 基準額 実繰入額 基準外 基準額

収益勘定 営業収益 雨水処理負担金 141,923 141,923 0 140,444 140,444 0 126,965 126,965 0 142,905 142,905 0 138,059

営業外収益 他会計負担金 24,382 86,439 62,057 26,080 141,871 115,791 25,450 154,392 128,942 26,478 26,478 0 25,598

水質規制費 15,200 15,200 0 13,974 13,974 0 13,886 13,886 0 14,390 14,390 0 14,363

水洗便所等普及費 1,268 1,268 0 1,420 1,420 0 1,372 1,372 0 1,306 1,306 0 1,342

流域下水道の建設に要する経費 5,379 5,379 0 5,154 5,154 0 4,671 4,671 0 4,627 4,627 0 4,958

児童手当に要する経費 2,277 2,277 0 1,865 1,865 0 1,880 1,880 0 2,540 2,540 0 2,141

地方公営企業法の適用に要する経費 258 258 0 3,667 3,667 0 3,641 3,641 0 3,615 3,615 0 2,795

その他 62,057 62,057 115,791 115,791 128,942 128,942 0

小計 166,305 228,362 62,057 166,524 282,315 115,791 152,415 281,357 128,942 169,383 169,383 0 163,657

特別利益 他会計補助金 181,927 181,927

その他 181,927 181,927

資本勘定 他会計補助金 32,140 13,615 28,124 28,124 0 29,919 29,919 0 30,889 30,889 0 30,268

雨水処理費 882 882 0 0 0 0 882

資本勘定他会計補助金等 31,258 12,733 28,124 28,124 0 29,919 29,919 0 0 29,767

流域下水道の建設に要する経費 27,823 9,298 0 0 30,889 30,889 0 29,356

地方公営企業法の適用に要する経費 3,435 3,435 0 0 0 0 3,435

小計 32,140 13,615 28,124 28,124 0 29,919 29,919 0 30,889 30,889 0 30,268

他会計借入金 100,000 100,000 130,000 130,000 100,000 100,000 80,000 80,000

合計 198,445 341,977 162,057 194,648 440,439 245,791 182,334 411,276 228,942 200,272 462,199 261,927 193,925

繰入金（千円）
R2 R3 R4 R5

投資財政計画 一般会計から公営企業への繰出金について

直近4カ年の繰入金の実績値

46

料金改定により「0」

基準内

基準外



投資財政計画

• 下水道使用料の実績

• 使用料収入の将来予測

47



投資財政計画
設定条件１

48

設定方法

料金収入 ・水需要予測から算出した汚水量予測に、R5実績使用料単価91.75円/㎥を乗じて算出。R5年度に料金改定を実施。

受託事業収益 ・過去４カ年の平均かR5年度実績で低い方を設定。

その他
・雨水処理負担金の繰入金。
　維持管理費の雨水処理と、減価償却費（雨水）と長期前受金戻入（雨水）の差分と、利子（雨水）より算出。

補助金

他会計負担金
・繰入金のうち、水質規制費、水洗便所等普及費、児童手当に要する経費は、過去４カ年の平均かR5年度実績で高い方を設定。水
質規制費は、年2％ずつ物価上昇を見込む。
　流域下水道の建設に要する経費は、臨時措置分（利子）を計上。地方公営企業法の適用に要する経費は、元利償還を計上。

その他補助金 ・見込まない。

長期前受金戻入 ・過年度分の予定額に、今後の投資額の分を上乗せ。

その他 ・過去４カ年の平均かR5年度実績で高い方を設定。

・見込まない。

職員給与費 ※管渠費、ポンプ場費、総係費にわけて整理。

基本給 ・過去４カ年の平均かR5年度実績で高い方を設定。

退職給付費 ・見込まない。

その他 ・過去４カ年の平均かR5年度実績で高い方を設定。

経費 ※管渠費、ポンプ場費、総係費にわけて整理。

動力費 ・過去４カ年の平均かR5年度実績で高い方より、単価を設定し、汚水量の変動に応じて算出。単価は年2％ずつ物価上昇を見込む。

修繕費 ・事業費及び事業量調査表より計上。

材料費 ・見込まない。※実績値がない。

その他

・過去４カ年の平均かR5年度実績で高い方より委託料、その他を計上。これに流域下水道維持管理負担金を加える。
　委託料は、事業費及び事業量調査表より、清掃・調査及び保守点検とそれ以外に分けて整理する。
　清掃・調査及び保守点検は事業費及び事業量調査表より設定し、それ以外は一定とする。
　流域下水道維持管理負担金は、過去４カ年の平均かR5年度実績で高い方より、単価を設定し、汚水量の変動に応じて算出。
　単価は年2％ずつ物価上昇を見込む。

減価償却費
・過年度分の予定額に、今後の投資額の分を上乗せ。
　耐用年数は、建物50年、構築物50年、機械及び装置20年と設定。
・資産減耗費は、R5年度決算値を見込む。

支払利息
・過年度分の予定額に、今後の投資額の分を上乗せ。
　今後の借入条件は、令和5年度の実績より、償還終期まで40年、1年据置、利率1.9％、元金均等払いと設定。
　ポンプ場は償還終期まで20年、据置なし、利率1.9％、元金均等払いと設定。

その他 ・見込まない。

・見込まない。

勘定科目

収
益
的
収
入

営
業
収
益

営
業
外
収
益

特別利益

収
益
的
支
出

営
業
費
用

営
業
外
費
用

特別支出



投資財政計画 設定条件２

49

設定方法

企業債 ・事業費及び事業量調査表より計上し、流域下水道建設費負担金を加える。

うち資本費平準化債 ・見込まない。

他会計出資金 ・見込まない。

他会計補助金 ・臨時措置分（元金）を計上。

他会計負担金 ・見込まない。

他会計借入金 ・見込まない。

国（都道府県）補助金
・事業費及び事業量調査表より計上。
　要望額に対する採択率を考慮し、県補助金による補助率を25％、国補助金による補助率を50％と設定。

固定資産売却代金 ・見込まない。

工事負担金 ・見込まない。

その他 ・見込まない。

建設改良費
・事業費及び事業量調査表より計上し、流域下水道建設費負担金を加える。
　流域下水道建設費負担金は、過去４カ年の平均かR5年度実績で高い方を設定（平均より100,939千円と設定）。

うち職員給与費 ・過去４カ年の平均かR5実績で高い方を設定。

企業債償還金
・過年度分の予定額に、今後の投資額の分を上乗せ。
　今後の借入条件は、令和5年度の実績より、償還終期まで40年、1年据置、利率1.9％、元金均等払いと設定。

他会計長期借入返還金 ・新規は見込まない。既に借入している分とR6借入までの償還金は含める。

他会計への支出金 ・見込まない。

その他 ・見込まない。

資
本
的
収
入

資
本
的
支
出

勘定科目



投資財政計画
• 投資・財政計画（基準外繰入を含めない） 1/2
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投資財政計画 • 投資・財政計画（基準外繰入を含めない） 2/2

51

基準外繰入金、

他会計借入金を
計上しない条件



投資財政計画

• 内部留保資金と資金残高の確認（基準外繰入を含めない）

基準外繰入を含まない場合、令和7年度以降資金残高がマイナスとなり、資金不足が発生する。

52

内部留保資金



投資財政計画
• 汚水処理費と経費回収率の推移

経費回収率は100％を下回る状況が継続し、令和16年度までに72.54％まで低下する。
5年単位で不足額を整理すると、令和7年度～令和11年度は15.3％の収入増が必要であり、
令和12年度～令和16年度は32.0％の収入増が必要となる。 53



投資財政計画 財政シミュレーション結果（グラフ）
左上：収益的収支見通し 左下：収益的支出の内訳 右：資本的収支・資金残高の見通し

54

• 収益的収支は、現

行料金のままだと

令和7年度以降、

赤字となる見通し

である。

• 収益的支出は

年々増加し、内訳

では経費の増加

が大きい。

• 資本的収支で不

足する額が増加し、

資金残高は令和7

年度以降、不足す

る状況となる見通

しである。



投資財政計画 収支計画（現行料金）のまとめ

• 料金収入は、令和5年度に料金改定を実施しており、令和4年度以前よりも令和5年度は増収となって

おりますが、今後は横ばい傾向です。

• 収益的支出は、経費の増加が大きく影響し、今後増加する見込みです。

• 収益的収支全体でみると、令和7年度以降、赤字となる見通しです。

• 資金残高は、令和7年度に枯渇する見通しです。 （もともと余裕はない状況でした）

• 以上より、現行の収支計画では、老朽化した施設の改築更新などに対応できず、下水道事業の持続

性が懸念されるため、経費削減や料金改定などの経営改善のための可能な方策を実施していく必要

があります。

55

• 第３回浦添市上下水道料金審議会では、収支ギャップ解消にについて、ご説明を予定しております。


